
　様式等目次

	ＮＯ
	書　　類　　名　　称
	備　　　　　考

	
	
	(関係条文等)
	(様式)

	１
	事前相談書(市街化区域用)
	運第7
	様式1-1

	２
	開発行為事前審査協議申請書
	運第9
	様式2

	３
	開発行為許可申請書
	省第16条
	別記様式第二

	４
	資金計画書
	省第16条
	別記様式第三

	５
	工事完了届出書
	省第29条
	別記様式第四

	６
	公共施設工事完了届出書
	省第29条
	別記様式第五

	７
	開発行為に関する工事の廃止の届出書
	省第32条
	別記様式第八

	８
	開発許可申請者・工事施行者申告書
	規第2条
	第1号様式

	９
	設計説明書(その1)
	規第3条
	第2号様式(その1)

	１０
	設計説明書(その2)
	規第3条
	第2号様式(その2)

	10-2
	設計説明書(その3)
	規第3条
	第2号様式(その3)

	１１
	関係権利者同意書
	規第4条
	第3号様式

	１２
	開発者管理道路に関する承諾書
	運第24-19
	（参考様式）

	１４
	設計者申告書
	規第5条
	第4号様式

	１５
	公共施設管理者同意書(道路管理者)
	規第6条
	第5号様式

	15-2
	公共施設管理者同意申請書（道路管理者）
	
	

	１６
	河川等管理者同意書
	規第6条
	第5号様式

	１７
	公共施設管理協議書
	規第6条
	第6号様式

	17-2
	公共施設管理協議書（消防水利）
	規第6条
	

	１８
	公共施設管理届（開発者管理道路用）
	規第6条
	第7号様式


　様式等目次

	ＮＯ
	書　　類　　名　　称
	備　　　　　考

	
	
	(関係条文等)
	(様式)

	１９
	公共施設管理届（開発者管理道路以外用）
	規第6条
	第7号様式

	２０
	工事着手届
	規第8条
	第9号様式

	２１
	工事中止届
	規第8条
	第10号様式

	２２
	開発行為変更許可申請書
	規第9条
	第11号様式

	２３
	開発行為変更届出書
	規第9条
	第12号様式

	２４
	建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書
	規第11条
	第13号様式

	24-2
	建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請に係る調書
	運第63
	様式4

	２５
	一般承継届
	規第15条
	第19号様式

	２６
	開発許可承継承認申請書(特定承継)
	規第16条
	第20号様式

	２７
	開発許可を受けた者の同意書(特定承継)
	規第16条
	第21号様式

	２８
	取下届(都市計画法第29、35の2、37、41、42、43、53、65条手続き関係)
	規第24条
	第28号様式

	２９
	「開発行為許可済」表示板
	規第25条
	第29号様式

	３０
	「都市計画法による許可（承認）済」表示板（都市計画法第37、41、42、43、53、65条手続き関係）
	規第25条
	第30号様式

	３１
	行為完了(廃止)届
	規第26条
	第31号様式

	３２
	申請書等記載事項変更届
	規第27条
	第32号様式

	３３
	届出書
	
	

	３４
	委任状
	
	

	３５
	誓約書
	
	


様式1-1

事　　前　　相　　談　　書

令和　　年　　月　　日

　相談者　住　　所　

（連絡先）氏　　名　

　　　　　電話番号　（　　　　　）　　　　　－　　　　　　

	開発（建築）計画
の内容
○印をつけてください。
	戸建て住宅（　　　戸）　・　共同住宅（　　　戸）　・店舗

事務所　・　倉庫　・　工場　・　その他（　　　　　　　）

延床面積　　　　　　　　　　㎡
	自己居住用

自己業務用

非自己用

	開発（建築）区域の内容
	所在地
	名古屋市　　　　区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番

	
	面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	現況
	宅地　・　山林　・　田　・　畑　・　更地　・　雑種地　・　駐車場　・

資材置場　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	用途地域、
都市計画施設等
· 印をつけ

てください。
	　　　　　　　　　　　　　　　地域（建ぺい率　　　　　％・容積率　　　　　％）

	
	都市計画道路　・　公園　・　地下鉄　・　その他都市計画施設（　　　　　　　）

	
	宅地造成等工事規制区域　・　風致地区　・　砂防指定地　・　急傾斜地崩壊危険区域

	
	地すべり防止区域　・　土砂災害特別警戒区域　・　特定都市河川流域・　その他（　　　　　）

	

	　※　記入しないでください。
	判定要因
	整備状況
	　新法施行中　・　新法済地等　・　旧法済地等　・　その他

	
	
	平均土量
	1ｍ以上・1ｍ未満
	造成面積(1ｍ以上)
	500㎡以上・500㎡未満

	
	
	その他状況
	

	
	該当項目
	区画の変更
	あり　なし
	形状の変更
	あり　なし
	性質の変更
	あり　なし

	
	判定
	許可要　・　許可不要
	受　　　付
	　　　　　年　　　月　　　日

	
	
	
	課長補佐
	担当者名
	受付者名

	
	
	
	□
	
	

	
	

	
	建築確認
合議日
	令和　　年　　月　　日

	
	備考
	


※添付図書　　①位置図　②現況図　③公図の写し　④固定資産税課税台帳に記載されている事項の証明書（土地の課税地目が記載されているもの）（前年度分）　⑤土地利用計画図　⑥造成計画平面図・断面図　⑦土量計算書（必要とする場合あり）　⑧現況写真
（④については用意できる場合）

提出部数　　各１部

提出先　　〒460-8508　名古屋市中区三の丸三丁目1番1号　　　　　　　（TEL 052-972-2770）
　　　　　　名古屋市住宅都市局建築指導部開発指導課　開発審査担当　窓口（郵送可、FAX不可）
様式2

令和　　年　　月　　日
開 発 行 為 事 前 審 査 協 議 申 請 書

（あて先）名古屋市長

申請者　住　所

氏  名

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

開発行為について事前審査を受け、開発行為に関係がある公共施設について協議をしたい

ので、次のとおり申請します。

	開発区域に含まれる

地域の名称
	

	開発区域の面積
	㎡

	設計者
	住所
	

	
	氏名
	

	工事施行者
	住所
	

	
	氏名
	

	

	※　　受　　　　　付
	※　通知年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	※　通知番号
	　　　　住開指第　　号

	
	※　備　　　　　考
	


備考　※印のある欄は、記入しないでください。

別記様式第二（第十六条関係）

開発行為許可申請書
	都市計画法第29条第 1 項の規定により、開発行為の許可を申請します。

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

許可申請者

郵便番号

　　　　

住　　所

　　　　

氏　　名

　　　　

電　　話（　　　）
	※　手　数　料　欄

	
	

	開発行為の概要
	 1 　開発区域に含まれる地域の
名　　　　　　　　　　称
	

	
	 2 　開発区域の面積
	平方メートル

	
	 3 　予定建築物等の用途
	

	
	 4 　工事施行者住所氏名
	　　　　　　　　　電話（　　　）

	
	 5 　工事着手予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	 6 　工事完了予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	 7 　自己の居住の用に供するもの、自己の業務の用に供するもの、その他のものの別
	

	
	 8 　法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	 9 　その他必要な事項
	

	※　受付番号
	令和   年   月   日　　　　第　　　　号　　　

	※　許可に付した条件
	

	※　許可番号
	令和   年   月   日　　　指令住開指第　　　号


備考　 1 　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第1項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第1項の許可を受けたものとみなされます。
　　　 2   宅地造成及び特定盛土等規制法第26条第1項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。
　　　 3 　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第１項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。

　　　 4 　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

　　　 5 　※印のある欄は記載しないこと。

　　　 6 　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。

　　　 7 　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

別記様式第三（第十六条関係）

資金計画書
 1 　収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	科　　　　　　目
	金　　　　　　額

	収　　　　　　　　入
	処分収入
	

	
	　　宅地処分収入
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	補　助　負　担　金
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	

	支　　　　　　　　出
	用地費
	

	
	工事費
	

	
	　　整地工事費
	

	
	　　道路工事費
	

	
	　　排水施設工事費
	

	
	　　給水施設工事費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	附帯工事費
	

	
	事務費
	

	
	借入金利息
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	


2 　年度別資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	                 年度

科目
	年度
	年度
	年度
	計

	支　　　　　　　　出
	事業費
	
	
	
	

	
	　　用地費
	
	
	
	

	
	　　工事費
	
	
	
	

	
	　　附帯工事費
	
	
	
	

	
	　　事務費
	
	
	
	

	
	　　借入金利息
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	借入償還金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	収　　　　　　　　入
	自己資金
	
	
	
	

	
	借入金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	処分収入
	
	
	
	

	
	　　宅地処分収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	補助負担金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	借入金の借入先
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別記様式第四（第二十九条関係）

工事完了届出書
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

都市計画法の規定により、開発行為に関する工事（許可番号

　　　　年　　月　　日　　指令住開指第　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。
記

 1 　工事完了年月日　　令和　　　年　　　月　　　日

 2 　工事を完了した開発区域又は　　

　　工区に含まれる地域の名称　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

	※　受付番号
	令和　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　号　

	※　検査年月日
	令和　　年　　月　　日

	※　検査結果
	合　　　　　　　　　否

	※　検査済証番号
	令和　　年　　月　　日　　　指令住開指第　　　号の

	※　工事完了公告年月日
	令和　　年　　月　　日


備考　 1 　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

　　　 2 　※印のある欄は記載しないこと。

別記様式第五（第二十九条関係）

公共施設工事完了届出書
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

都市計画法の規定により、公共施設に関する工事（許可番号

　　　　年　月　日　　指令住開指第　　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

 1 　工事完了年月日　　令和　　　年　　　月　　　日

 2 　工事を完了した公共施設　　

　　が存する開発区域又は工　　

　　区に含まれる地域の名称　　

 3 　工事を完了した公共施設　　

　　　　　　　　　　　　　　　

	※　受付番号
	令和　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　号　

	※　検査年月日
	令和　　年　　月　　日

	※　検査結果
	合　　　　　　　　　否

	※　検査済証番号
	令和　　年　　月　　日　　　指令住開指第　　　号の

	※　工事完了公告年月日
	令和　　年　　月　　日


備考　 1 　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

　　　 2 　※印のある欄は記載しないこと。

別記様式第八（第三十二条関係）

開発行為に関する工事の廃止の届出書
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

都市計画法の規定により、開発行為に関する工事（許可番号

　　　　年　　月　　日　　指令住開指第　　　号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。
記

	 1 　開発行為に関する工事を

　　廃止した年月日
	令和　　年　　月　　日

	 2 　開発行為に関する工事の

　　廃止に係る地域の名称
	

	 3 　開発行為に関する工事の

　　廃止に係る地域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　平方メートル


備考　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

様式（第 2 条関係）

	開発許可申請者
	申　告　書

	工事施行者
	


令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

申告者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

	都市計画法第33条第 1 項
	

	
	開発許可申請者の資力及び信用
	について、次の

	とおり申告します。


	 1 　本社の所在地・

名称・代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　電話（　　　　）

	 2 　法令による登録 

建設業法、宅地

建物取引業法等
	
	 3 　資本額
	千円

	
	
	 4 　払込資本額
	千円

	
	
	 5 　主な取引銀行
	

	 6 　名古屋市内の支
店、営業所等の所
在地・名称・代表

者氏名
	

	 7 　創業後の沿革
	創立年月日　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日



	　納　税　額
	種　類

年　度
	法人税又は

所得税
	事業税
	市町村民税
	固定資産税
	合　　計

	
	　　　年度
	円
	円
	円
	円
	円

	
	　　　年度
	円
	円
	円
	円
	円


	　職 員 数
	職　種

会　社
	事務職
	技術職
	労務職
	その他
	合　　計

	
	会社全体
	人
	人
	人
	人
	人

	
	名古屋市内の

支店、営業所等
	人
	人
	人
	人
	人

	　主な役員・技術者
	職　　名
	氏　　名
	年齢
	勤務年数
	資格・免許・学歴・その他

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	　主な宅地造成事業等の施行経歴
	工事名

注文者
	事業主・元請

下請の区分
	場所
	面積
	許認可

番号・年月日
	着工年月

完成年月

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

      年  月  日
	    年  月

    年  月

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

      年  月  日
	    年  月

    年  月

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

      年  月  日
	    年  月

    年  月

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

      年  月  日
	    年  月

    年  月

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

      年  月  日
	    年  月

    年  月

	　その他申告事項
	


　（注） 1 　開発許可申請者と工事施行者が異なる場合には、申請文中該当しないものを消して、それぞれ別紙に記入してください。

　　 2 　申告者が個人である場合には、 2 欄、 5 欄、 8 欄のみ記入してください。
及
　　　　 3 　 8 欄は、前年度及び前前年度の納税額を記入してください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。
様式（その 1 ）（第 3 条関係）

設 計 説 明 書 （ そ の  1  ）

	開発区域に含ま

れる地域の名称
	
	設計者

住所氏名
	

	設計の方針
	

	開　発　区　域　内　の　土　地　の　現　況
	区域区分
	地　　域　　地　　区　　等
	都市計画施設

	
	□市街化区域

□市街化調整

　区　　　域
	　　　　　　　　

　　　　　　地域

建蔽率　　　　％
容積率　　　％
　　　　　　　　

　　　　　　地区
	□風致地区

□文教地区

□臨港地区

□宅地造成等工事規制区域
□臨海部防災区域

□その他（　　　　　　）
	□街路

□公園・緑地

□その他（　　　)

	
	地目別
	区分
	公共用地
	宅地
	農地
	山林
	その他
	合計
	備考

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	
	割合
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	

	
	所有別
	区分
	公有
	自己所有
	他人所有
	買収予定
	その他
	合計
	備考

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	
	割合
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	

	公 共 施 設 の 整 備 計 画
	公共に

使用す

る空地
	区分
	道路
	公園等
	消防水利施設
	その他
	合計
	備考

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	
	割合
	％
	％
	％
	％
	％
	

	
	開発区

域外の

公共に

使用す

る空地
	区分
	接続道路
	排水施設用地
	その他
	合計
	備考

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	


	土　地　の　利　用　計　画
	区分
	宅地
	公共に使用する空地
	その他
	合計
	備　　考

	
	
	
	道路
	公園等
	消防水利

施設
	
	
	

	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	割合
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	

	
	街区・宅地筆数
	　　　　　　　　街区　　　　　　　　　　　　　筆

	
	予定建築物等のあらまし
	用途
	共　同　住　宅
	一戸建て住宅
	その他

（）
	合　　計

	
	
	
	床面積

30㎡未満
	床面積

30㎡以上
以下
	床面積

超
	
	
	

	
	
	戸数
	戸
	戸
	戸
	戸
	戸
	戸

	
	
	計画

人口
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	構造
	造
	造
	造
	

	
	
	
	階
	階
	階
	

	
	
	
	棟
	棟
	棟
	

	
	公益的施設のあらまし
	集会所等
	ごみ収集場
	自動車

駐車場
	自転車

駐車場
	その他

（）

	
	
	箇所
	箇所
	台
	台
	

	
	
	㎡
	
	
	
	

	
	建築着手予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	建築完了予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	農地転用の届出・許可の年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	そ　　の　　他
	


　（注） 1 　該当する□の中にレ印をつけてください。

　　 2 　開発区域を工区に分けた場合は、このほかに工区ごとの設計説明書をそれぞれ別紙と

し、作成してください。

　　 3 　「土地の利用計画」欄の「その他」欄は、教育施設、医療施設、供給施設等の計画が

ある場合にこれらの施設の名称、規模等の内容その他参考事項を記入してください。

　   4 　公共施設の整備計画がある場合に、「公共施設の整備計画」欄に記入し、設計説明書

（その 2 ）を添えてください。
　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（その 2 ）（第 3 条関係）

設 計 説 明 書（ そ の  2  ）

 1 　新たに設置される公共施設

	種類
	番号
	あ　ら　ま　し
	管理者
	用地の帰属
	摘要

	
	
	幅員・寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	


 2 　都市計画法の規定が適用される場合の従前の公共施設

	種類
	番号
	あ　ら　ま　し
	管理者
	公共施設に使用する土地の所有者
	用地の

帰属
	摘要

	
	
	幅員・寸法
	延長
	面積
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	
	


（注） 1 　「番号」欄は、 1 の場合は、公共施設管理協議書及び公共施設管理届に用いた番号

　　　　　を、 2 の場合は、公共施設管理協議書に用いた番号を記入してください。

　　　　　 2 　「あらまし」欄は、公園、緑地、広場及び消防に使用する貯水施設については面積

　　　　　　のみを、下水管きょについては寸法及び延長のみを記入してください。

　　　　　 3 　新たに設置される公共施設の用地が 2 以上の者に帰属することとなる場合には、「摘

　　　　　　要」欄に記入し、その帰属の状態を示す図面を添えてください。

　　　　　 4 　従前の公共施設の「摘要」欄は、従前の公共施設に代えて新たに設置される公共施

　　　　　　設の番号を記入してください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

第条関係））（第号様式（その
（表）
設計説明書（その）
	宅地造成又は特定盛土等に関する工事の概要書

	1　工事主住所氏名
（法人役員住所氏名）
	　
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　）

	2　設計者住所氏名
	　

	3　工事施行者住所氏名
	　

	4　土地の所在地及び地番
（代表地点の緯度経度）
	　
（緯度：　度　分　秒、経度：　度　分　秒）

	5　土地の面積
	m2

	6　工事着手前の土地利用状況
	

	7　工事完了後の土地利用
	

	8　盛土のタイプ
	平地盛土・腹付け盛土・谷埋め盛土

	9　土地の地形
	渓流等への該当　有・無

	10　工事の概要
	(1)　盛土又は切土の高さ
	m

	
	(2)　盛土又は切土をする土地の面積
	m2

	
	(3)　盛土又は切土の土量
	盛土　　　　　　　　　　　　　　               m3

	
	
	切土　　　　　　　　　　　　　　               m3

	
	(4)　擁壁
	番号
	構造
	高さ
	延長

	
	
	　
	　
	m
	m

	
	
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　


（裏）
	
	(5)　崖面崩壊防止施設
	番号
	種　類
	高さ
	延長

	
	
	
	
	m
	m

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	(6)　排水施設
	番号
	種類
	内法寸法
	延長

	
	
	　
	　
	cm
	m

	
	
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　

	
	(7)　崖面の保護の方法
	

	
	(8)　崖面以外の地表面の保護の方法
	

	
	(9)　工事中の危害防止のための措置
	

	
	(10) その他の措置
	

	
	(11) 工程の概要
	

	11　その他必要な事項
	　

	※  
	　※  
	※許可に当たっ
て付した条件
	※ 

	
	
	
	令和   年   月    日

	
	
	
	     指令住開指

第              号

	
	
	
	担当


（連絡先               TEL               ）
(注)　※印のある欄は、記入しないでください。
　　欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。欄の設計者又は欄の工事主、　
　　欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏名のほか、当該法人の役員住所氏名を記入してください。　
　　欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合は、氏名の横に○印を付してください。 
　
　　欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第１位まで記入してください。　
　　欄は、該当する盛土タイプに○印を付してください(複数選択可)。　
　　号に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに○印を付してください。項第条第欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第　
　　　11欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａとする。
様式（第 4 条関係）

関 係 権 利 者 同 意 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発許可申請者　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法に規定する開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を持つ者の同意を得たので、次のとおり同意書を提出します。

同　　意　　書

私が権利を持つ次の土地又は建築物その他の工作物について、上記の開発許可申請者が開発行為を施行し、又は開発行為に関する工事を実施することに同意します。

また、この土地又は建築物その他の工作物が公共施設に使用されることとなる場合についても異議ありません。

	所在・地番
	地目又は建築物その他の工作物の種類
	地積又は建築物その他の工作物の規模・用途等
	権利の種別
	同意

年月日
	同意者住所氏名
	印
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	所在・地番
	地目又は建築物その他の工作物の種類
	地積又は建築物その他の工作物の規模・用途等
	権利の種別
	同意

年月日
	同意者住所氏名
	印
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　（注） 1 　「権利の種別」欄は、所有権、地上権、賃借権、抵当権等を記入してください。

　　　　 2 　共有の場合には、「摘要」欄に明示してください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

（参考様式）
開 発 者 管 理 道 路 に 関 す る 承 諾 書

　　年　　月　　日　

（あて先）名古屋市長

開発許可申請者　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法第29条第1項に規定する開発行為の許可を申請するにあたり、開発区域に隣接する土地のうち新たに設置する道路に隣接し、又は近接する土地及びその土地に存する建築物の所有者の承諾を得たので、次のとおり承諾書を提出します。

承　　諾　　書

私が所有権を持つ次の土地又は建築物について、上記の開発許可申請者が開発区域内に道路を新たに設置することに関し、この開発行為の計画及び都市計画法、建築基準法等開発行為に関係する法律の取り扱いの説明を受けました。概ね3年の間、この道路を利用して建築物を建築する計画はありません。第三者に次の土地又は建築物の所有権の移転を行う場合は、この承諾の内容について責任をもって相手方に承継します。これらをもって、開発区域内に道路を新たに設置することについて、異議なく承諾します。
	土地又は建築物の
所在・地番
	地目又は建築物の種類
	地積又は建築物の規模・
用途等
	承諾

年月日
	承諾者住所氏名
	印
	摘要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（注）　共有の場合には、「摘要」欄に明示してください。

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 5 条関係）

設　計　者　申　告　書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

設計者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

都市計画法に規定する設計者の資格について、次のとおり申告します。

	氏名・生年月日
	
	　　　　年　　　月　　　日生

	住所
	電話（　　　）

	勤務先の名称・

所在地
	電話（　　　）

	最終学歴
	学　校　名
	学　科　名
	修 業 年 限
	卒 業 年 月

	
	
	
	
	　　年　　月

	設計に関する資格

・免許等
	

	実　　　　務　　　　経　　　　歴
	会社名又は工事名
	勤務内容
	期　　　　　　間
	期間合計

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	　　年　　月

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	

	
	
	
	　　年　　月から

　　年　　月まで（　　年　　月）
	


	設　　　　　　計　　　　　　経　　　　　　歴
	工 事 の 名 称
	工 事 の 場 所
	工事施行者の

名　　　　称
	面　　　積
	摘　　　要

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	※資格認定
	都市計画法施行規則　第 1 項第　　　号　該当


　（注） 1 　※　印のある欄は、記入しないでください。

　　　　 2 　「設計に関する資格・免許等」欄は、資格・免許の種類、登録番号、登録年月日等設

　　　　　計者として必要な事項を記入してください。

　　　　 3 　「摘要」欄は、工事の許認可番号及び年月日並びに適用法令の名称を記入してくださ

　　　　　い。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 6 条関係）

公 共 施 設 管 理 者 同 意 書

令和　　年　　月　　日

（宛先）名古屋市長

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の規定により、開発行為に関係がある次の公共施設について、管理者の同意を得ましたので、次のとおり同意書を提出します。

	同　　意　　書

	　　　　　　　　　が管理する次の公共施設について、上記の者が開発行為又は開発行為に関する工事を行うことに同意します。

　　　　年　　月　　日

公共施設管理者　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　



	種類
	番号
	あ　　ら　　ま　　し
	公共施設に使用する

土地の所有者
	摘　要

	
	
	幅員・寸法
	延長
	面積
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	


	種類
	番号
	あ　　ら　　ま　　し
	公共施設に使用する

土地の所有者
	摘　要

	
	
	幅員・寸法
	延長
	面積
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	同意に付けた条件


　（注） 1 　「あらまし」欄は、公園、緑地、広場及び消防に使用する貯水施設については面積の

　　　　　みを、下水管については寸法及び延長のみを記入してください。

　　　　 2 　「摘要」欄は、この公共施設が廃止され、又は変更される場合に記入してください。

　　　　 3 　同意に関する公共施設の位置及び形状を示す図面を添えてください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。


公 共 施 設 管 理 者 同 意 申 請 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

申請者

住　所

　　　

氏　名

　　　

（電話　　　　　　　　　　　）

都市計画法の規定により、公共施設（道路）について、管理者の同意を得たいので、
下記のとおり申請します。

記

 1　開発行為の概要

(1) 目　的　

(2) 場　所　

(3) 面　積　

 2　同意を得たい事項

 3　その他添付図書記載のとおり

（連絡先）

様式（第 6 条関係）

河 川 等 管 理 者 同 意 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の規定により、開発区域内の下水を次の河川、水路又は池に放流することについて、管理者の同意を得ましたので、次のとおり同意書を提出します。

	同　　意　　書

	　　　　　　　　　が管理する次の河川、水路又は池について、上記の者が開発行為又は開発行為に関する工事を行い、かつ、開発区域内の下水を放流することに同意します。

　　　　年　　月　　日

公共施設管理者　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　



	種類
	名称
	幅員・面積
	河川、水路又は池の

土地の所在・地番
	河川、水路又は池の

土地の所有者
	摘　要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	種類
	名称
	幅員・面積
	河川、水路又は池の

土地の所在・地番
	河川、水路又は池の

土地の所有者
	摘　要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	同意に付けた条件




　（注） 1 　「種類」欄は、 1 級河川、 2 級河川、普通河川、用悪水路、農業用水路、農業用ため

　　　　　池等の種類を記入してください。

　　　　 2 　「名称」欄は、河川、水路又は池の名称を記入してください。

　　　　 3 　「幅員・面積」欄は、河川及び水路については幅員を、池については面積を記入して

　　　　　ください。

　　　　 4 　「摘要」欄は、この河川、水路及び池に工作物を設置し、又はこれらの改修を必要と

　　　　　する場合にその内容を記入してください。

　　　　 5 　同意に関する河川、水路及び池の位置及び形状を示す図面を添えてください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 6 条関係）

公 共 施 設 管 理 協 議 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

公共施設を管理する　住　所

こととなる者その他　　　　

政令で定める者　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の規定により、開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設の管理について、次のとおり協議しました。

	種類
	番号
	あ　ら　ま　し
	管理者
	用地の帰属
	摘　要

	
	
	幅員・

寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	


	種類
	番号
	あ　ら　ま　し
	管理者
	用地の帰属
	摘　要

	
	
	幅員・

寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	その他

協議の

内容
	


　（注） 1 　「あらまし」欄は、公園、緑地、広場及び消防に使用する貯水施設については面積の

　　　　　みを、下水管きょについては寸法及び延長のみを記入してください。

　　　　 2 　「摘要」欄は、都市計画法の規定が適用される場合は、公共施設管理者

　　　　　同意書に用いた従前の公共施設の番号を記入してください。

　　　　 3 　「その他協議の内容」欄は、協議事項を具体的に記入してください。また、協議が調

　　　　　わない場合は、その協議の経過を詳細に記入してください。

　　　　 4 　公共施設の管理及び帰属の状態を示す図面を添えてください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 6 条関係）

公 共 施 設 管 理 協 議 書
令和　　年　　月　　日
　　(あて先)名古屋市長
開発行為を受ける者　住　所　
　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　
開発行為をしようと　住　所
する者　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　
（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
都市計画法の規定により、開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設の管理について、次のとおり協議しました。
	種類
	番号
	あ　ら　ま　し
	管理者
	用地の帰属
	摘　要

	
	
	幅員・

寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	その他

協議の

内容
	


　（注） 1 　「あらまし」欄は、公園、緑地、広場及び消防に使用する貯水施設については面積の

　　　　　みを、下水管きょについては寸法及び延長のみを記入してください。

　　　　 2 　「摘要」欄は、都市計画法の規定が適用される場合は、公共施設管理者

　　　　　同意書に用いた従前の公共施設の番号を記入してください。

　　　　 3 　「その他協議の内容」欄は、協議事項を具体的に記入してください。また、協議が調

　　　　　わない場合は、その協議の経過を詳細に記入してください。

　　　　 4 　公共施設の管理及び帰属の状態を示す図面を添えてください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 6 条関係）

公 共 施 設 管 理 届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の協議により、自ら管理することとなった開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設の管理について、次のとおり届け出ます。

	種類
	番号
	あ　 ら 　ま 　し
	用地の帰属
	備考

	
	
	幅員
	延長
	面積
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	


	公共施設の位置

の明示方法
	 1 　この道路の土地は、開発行為に関する工事の完了までに不動産登記法に基づいて分筆し、この土地の地目を公衆用道路とする。

 2 　この道路の区画は、側溝、縁石、コンクリート杭等により標示する。

 3 　この道路の道路面で、接続する前面道路から見やすい場所に、この道路が開発者管理道路である旨の表示板（名古屋市開発行為の許可等に関する運用基準に定めるもの）を設置する。

	管理方法
	 1 　開発者（開発許可を受けた人）が沿道宅地（開発区域内の土地で、この道路に面する宅地）を分譲するまでの間は、開発者が、この道路の維持管理を行う。

 2 　開発者が沿道宅地を分譲する場合は、この道路の所有権についても各沿道宅地（開発区域外の土地は含まないの所有者の共有として所有権を移転し、この道路の維持管理を引き継ぐ。

 3 　沿道宅地の所有者が沿道宅地の所有権を移転する場合は、この道路の維持管理を所有権の移転を受ける人に引き継ぐ。

 4 　上記 2 又は 3 により所有権を移転する場合は、この道路の平面図、測量図、地図等の写し及びこの道路に埋設した水道管、下水管等の位置、構造を示す資料を所有権の移転を受ける人に引き継ぐ。
 5 　上記 1 から 3 までにより維持管理を行う人は、この道路が常に適正な状態を保つように維持管理を行う。

	協議の内容
	 1 　この道路の規模、構造及び配置については、関係法令及び名古屋市開発許可等運用基準を守り、この道路の位置及び形状は、この届出に添える図面のとおりとする。

 2 　開発行為に関する工事が完了したときは、この道路に関係する地図等の写し及び道路実測確定図を市長に提出する。




　（注） 1 　「協議の内容」欄は、都市計画法第32条第2項の規定により協議した内容を具体的に

　　　　　記入してください。

　　　　 2 　公共施設の位置、形状、管理及び帰属の状態を示す図面を添えてください。

　　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 6 条関係）

公 共 施 設 管 理 届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発行為をしようと　住　所

する者　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の協議により、自ら管理することとなった開発行為又は開発行為に関する工事により設置される公共施設の管理について、次のとおり届け出ます。

	種類
	番号
	あ　 ら 　ま 　し
	用地の帰属
	備考

	
	
	幅員
	延長
	面積
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	


	公共施設の位置

の明示方法
	

	管理方法
	

	協議の内容
	


　（注） 1 　「協議の内容」欄は、都市計画法の規定により協議した内容を具体的に

　　　　　記入してください。

　　　　 2 　公共施設の位置、形状、管理及び帰属の状態を示す図面を添えてください。

　　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 8 条関係）

工　事　着　手　届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発許可を受けた者　住　所

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　

工　事　施　行　者　住　所

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

開発行為に関する工事に着手したいので、名古屋市開発行為の許可等に関する条例の規定により、次のとおり届け出ます。

	開発許可

年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日　・　　　　　　　　第　　　　　　号

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	工事着手年月日
	令和　　年　　月　　日
	工事完了予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	工事

監理者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	

	現場

管理者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	

	

	※受付処理欄
	受　　　　付
	供　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　（注） 1 　※印のある欄は、記入しないでください。

　　 2 　工事監理者とは、開発行為に関する工事が設計図書のとおり実施されるのを確保する

　　　責任のある者をいいます。

　　 3 　現場管理者とは、開発行為に関する工事の施行現場でその工事を管理する責任のある

　　　者をいいます。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 8 条関係）

工　事　中　止　届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

開発許可を受けた者　住　所

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　

工　事　施　行　者　住　所

　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

開発行為に関する工事を中止したいので、名古屋市開発行為の許可等に関する条例の規定により、次のとおり届け出ます。

	開発許可

年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　　指令住開指第　　　　　号

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	工事着手年月日
	令和　　年　　月　　日
	工事完了予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	中止期間
	令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	中止の理由
	

	中止時の工事

の状況
	

	安全確保のため

に実施した措置

の内容
	

	

	※　受付処理欄
	受　　　　付
	供　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　(注)　※印のある欄は、記入しないでください。

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 9 条関係）

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書

	都市計画法の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。
の 2 
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

　　申請者

　　住　所

　　　　　

　　氏　名

　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
	※　手　数　料　欄

	
	

	開発行為の変更のあらまし
	 1 　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	 2 　開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	 3 　予定建築物等の用途
	

	
	 4 　工事施行者住所氏名
	　　　　　　　　　　　　　電話（　　　）

	
	 5 　自己の居住に使用するもの、自己の業務に使用するもの、その他のものの別
	

	
	 6 　法の該当号及び該当する理由
	

	
	 7 　その他変更事項
	

	
	 8 　その他必要な事項
	

	開発許可の許可番号
	　　    年    月    日・　　指令住開指第   　   号

	変更の理由
	

	※　受付番号
	令和    年    月    日・　　　　　　　第   　   号　

	※　変更の許可に付けた条件
	

	※　変更の許可の許可番号
	令和    年    月    日・　　指令住開指第   　   号


　（注） 1 　※印のある欄は、記入しないでください。

　　 2 　「法の該当号及び該当する理由」欄は、申請に関する開発行為の変更が市街化

　　　調整区域内で行われる場合に記入してください。

　　　　 3 　「その他必要な事項」欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の

　　　　　法令による許可、認可等を必要とする場合には、その手続の状況を記入してください。

　　　　 4 　開発行為の変更のあらましその他必要な事項」を除く。）については、変更前及び

　　　　　変更後の内容を対照させて記入してください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第 9 条関係）

開 発 行 為 変 更 届 出 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の規定により、開発行為の変更について、下記のとおり届け出ます。
の 2 
記

 1 　変更事項

 2 　変更の理由

 3 　開発許可の許可番号　　　　　　年　　月　　日・　　指令住開指第　　　　　号

　(注)　変更事項については、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してください。

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第11条関係）

建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

申請者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の承認を受けたいので、次のとおり申請します。

	設計者住所氏名
	

	工事施行者

住所氏名
	

	土地所有者

住所氏名
	

	建築（建設）敷地の所在・地番・地目・地積
	名古屋市　　　　　　区

地目　　　　　　　　地積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	開発許可

年月日・番号
	　　　　　　年　　　月　　　日・　　　指令住開指第    　    号

	建築（建設）の種別
	□新築　□増築

（新設増設）

□改築　□移転
	建築物（特定工作

物）の用途・構造
	

	
	
	
	　　　　造　　　階建

	
	申　請　部　分
	申請以外の部分
	合　　　　計

	敷地面積
	㎡
	㎡
	㎡

	建築(築造)面積
	㎡
	㎡
	㎡

	延べ面積
	㎡
	㎡
	㎡

	建ぺい率
	％

	容積率
	％

	建築物（特定工作物）の高さ
	ｍ

	申請の理由
	

	工事着手

予定年月日
	令和    年    月    日
	工事完了

予定年月日
	令和    年    月    日

	

	※　　　受　　　　付
	※　承認年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	※　承認番号
	　　指令住開指第　　　　　　　号

	
	※　備　　　　考
	


　（注） 1 　該当する□の中にレ印をつけてください。

　　　　 2 　※印のある欄は、記入しないでください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式4
建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請に係る調書

	 1 　承認申請者
住所・氏名
	

	 2 　建築（建設）敷地の所在・地番・地目・地積
	名古屋市　　　　　　区

地目　　　　　　　　地積　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	 3 　開発許可年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　　指令住開指第    　    号

	 4 　添付を省略する
図書
	　□　開発区域位置図

　□　土地利用計画図

　□　建築物の配置図

　□　建築物の各階平面図

　□　建築物の2面以上の立面図

　□　承認の申請の理由を示す図書

　　　□　造成計画平面図

　　　□　排水施設計画平面図

　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　

	 5 　開発許可を受けた者の同意を得たことを証する書面
	同　　意　　書
この建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請に同意します。

開発許可を受けた者
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	

	※
	


　（注） 1 　該当する□の中にレ印をつけてください。
　　　　 2 　※印のある欄は、記入しないでください。

　　　　 3 　承認申請者と開発許可を受けた者が異なる場合は、 1 、 2 及び 3 欄に記入し、開発許可を受けた者の同意を得たことを証する書面を 5 欄に付してください。
　　　　 4 　添付を省略する図書がある場合は、 1 、 2 、 3 及び 4 欄に記入してください。

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第15条関係）

一　般　承　継　届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

承継者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

	都市計画法
	

	の許可に基づく地位を承継したので、次のとおり届け出ます。


	被承継者
	住所
	

	
	氏名
	

	承継に関する許可

年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　　　指令住開指第    　    号

	承継年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	承継の原因
	□　相続　　□　その他（　　　　　）

	

	※　受付処理欄
	受　　　　　付
	供　　　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　（注） 1 　該当する□の中にレ印をつけてください。

　　　　 2 　※印のある欄は、記入しないでください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第16条関係）

開 発 許 可 承 継 承 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

申請者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

都市計画法の規定により、次のとおり申請します。
の許可に基づく地位の承継を受けたいので、同法
	開発許可を受けた者
	住所
	

	
	氏名
	

	承継に関する許可

年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　　指令住開指第    　    号

	権原取得年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	権原取得の原因
	

	

	※　　　受　　　　付
	※　承認年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	※　承認番号
	　　指令住開指第　　　　　　　号

	
	※　手数料金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	※　手数料納
　　入確認印
	


　(注)　※印のある欄は、記入しないでください。

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第16条関係）

開発許可を受けた者の同意書
令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

　申請者　住　所

　　　　　　　　

　　　　　氏　名

　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

開発許可に基づく地位の承継について、開発許可を受けた者の同意を得たので、次のとおり同意書を提出します。

同　　意　　書

私が持っている次の開発許可に基づく地位について、上記の申請者がこの地位を承継することに同意します。

	開発許可を
受けた者
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	承継に関する開発

許可年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　指令住開指第    　    号

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　㎡


　　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第24条関係）

取　　　下　　　届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

次のとおり申請を取り下げます。

	申請年月日
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	申請書の名称
	

	根拠条文
	都市計画法
	□第29条第 1 項　□第35条の 2 第 1 項

□第37条第 1 号　□第41条第 2 項ただし書

□第42条第 1 項ただし書　□第43条第 1 項

□第53条第 1 項　□第65条第 1 項

	申請に関する土地

の所在・地番
	名古屋市　　　区



	申請に関する土地の面積
	㎡

	予定建築物等の用途
	

	取下げの理由
	

	

	※　受付処理欄
	受　　　付
	供　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　（注） 1 　該当する□の中にレ印をつけてください。

　　　　 2 　※印のある欄は、記入しないでください。

　 備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。

様式（第25条関係）

	都市計画法による開発行為許可済

	許可者
	名　古　屋　市　長

	開発許可年月日・番号
	令和　　年　　月　　日・　　　指令住開指第　　　　　　号

	開発許可を

受けた者
	住所
	

	
	氏名
	

	工事施行者
	住所
	

	
	氏名
	

	工事監理者
	住所
	

	
	氏名
	

	現場管理者
	住所
	

	
	氏名
	

	開発区域に含まれる

地域の名称及び面積
	

	予定建築物等の用途
	

	工事期間
	令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで


備考　大きさは、自己の居住に使用する住宅若しくは住宅以外の建築物で自己の業務に使用する　ものの建築又は自己の業務に使用する特定工作物の建設の目的で行う開発行為の場合はンチメートル以上とする。
ンチメートル以上、ンチメートル以上とし、その他の場合はンチメートル以上、
様式（第25条関係）

	都市計画法第　　　　条による許可（承認）済

	許可（承認）年月日・

番号
	令和　　年　　月　　日・　　　指令住開指第　　　　　　号

	許可（承認）を受けた者
	住所
	

	
	氏名
	

	工事施行者
	住所
	

	
	氏名
	

	行為地の所在・地番
	

	工事の方法又は建築物

等の構造
	


　　備考　大きさは、ンチメートル以上とする。
ンチメートル以上、
様式（第26条関係）

行 為 完 了 （ 廃 止 ） 届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

名古屋市開発行為の許可等に関する条例の規定により、次のとおり届け出ます。

	許可年月日・番号
	　　　　　年　　　月　　　日・　　指令住開指第　　　　　　号

	所在・地番
	

	施行者
	住所
	

	
	氏名
	

	着手年月日
	　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	完了（廃止）年月日
	　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	廃止
	(1) 理    由

(2) 安全確保のために実施した措置の状況
	

	

	※　受付処理欄
	受　　　付
	供　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　(注)　※印のある欄は、記入しないでください。

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。


第32号様式（第27条関係）

申 請 書 等 記 載 事 項 変 更 届

令和　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市長

届出者　住　所

　　　　　　　

　　　　氏　名

　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）

	　名古屋市開発行為の許可等に関する条例
	ただし書


	の規定により、許可申請書

	等の記載事項を変更したので、次のとおり届け出ます。


	申請書等
	申請又は届出年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	
	申請書又は届出書の

名称
	

	
	根拠条文
	

	変更事項
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更理由
	

	

	※　受付処理欄
	受　　　付
	供　　　覧

	
	
	担当者名（　　　　　　　）

	
	
	課長
	課長補佐
	担当

	
	
	□
	□
	□


　(注)　 1 　図面上の変更については、変更箇所を赤で記入した図面を添えてください。

　　　　 2 　※印のある欄は、記入しないでください。

　備考　 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。


届   出  書

令和   年   月   日

（あて先）名古屋市長

申請者（甲）
	住   所

	氏   名

	電   話


申請等手続きを代行するもの(乙)

	住   所

	氏   名

	電   話


名古屋市     区                     丁目           番

における開発行為許可申請に関する事務手続き等については、甲に代わって乙が行いますので届け出
ます。

申請等手続き担当者連絡先

	住   所

	氏   名

	電   話


(注)なお、担当者については、申請図書等の内容に精通した方を選んでください。

           委　　任　　状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（あて先）　　名古屋市長

　　　　　　　　　　　　　　委任者　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

　私は、次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　受任者　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　１　開発場所　　名古屋市　　　区　　　　　　　　　　　　　番

　　　２　都市計画法第２９条の規定に基づく開発行為に関する一切の件。

　　　３　上記に付帯する一切の件。

令和　　年　　月　　日
（あて先）名古屋市長　様
開発許可申請者　住　所
氏　名
誓　　　約　　　書
私が次のアからウまでのいずれにも該当しないことを誓約します。
　　　ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規
定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から年を経過
しない者（以下「暴力団員等」という。）
　　　イ　法人であって、その役員のうちにアに該当する者があるもの
　ウ　暴力団員等がその事業活動を支配する者
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